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      計画策定に当たっ て 
 

 はじ めに、 田原市社会福祉協議会が、 本計画を 策定するに至っ た経緯や背景、 策定

の趣旨、 策定体制を 明ら かにし 、 計画の位置付け及び期間について定めます。  

 

１  計画策定の経緯及び背景 

 田原市社会福祉協議会は、 平成 2 ３ 年度に田原市の地域福祉の方向性を 定める「 地

域福祉計画」 と 田原市社会福祉協議会の地域福祉に関する活動を示す「 田原市地域福

祉活動計画」 を 一体的に策定し 、 計画に沿っ て市民や地域の様々な活動主体が、 お互

いに助け合い、 支え合う 関係づく り を推進するよう に取り 組んでいます。  

 平成 2 9 年 4 月 1 日施行の社会福祉法改正による社会福祉法人制度の見直し につ

いては、社会福祉協議会自ら も 社会福祉法人であり 、同時に社会福祉法人・ 福祉施設、

民生委員・ 児童委員、 地域住民をはじ め様々な関係者によっ て構成さ れている公共性

が高い組織であり 、組織のガバナンスの強化や事業運営の透明性の確保など一層の自

覚をも っ た対応が重要と さ れまし た。  

 近年、 地域活動は重要性を増し ており 、 地域住民の地域福祉に対する意識も 高まっ

ています。 そし て、 その推進団体である社会福祉協議会への期待も 高まる一方、 社会

福祉協議会以外にも 地域活動を 実践する 市民活動団体やＮ Ｐ Ｏ 法人などが活躍し て

います。 また、 福祉制度の改革により 、 福祉サービス事業でも さ まざまな事業主体が

誕生し ています。  

 こ のよう な状況の中で、 田原市社会福祉協議会は、 市民参加の視点と 職員人材育成

並びに会費・ 事業収入などの自主財源の確保を 図るため、「 基盤強化計画」 を 策定する

こ と により 、田原市社会福祉協議会の使命や今後の方向性を再確認するこ と が必要と

なっ ています。  

 

２  計画策定の趣旨 

 地域社会における田原市社会福祉協議会の存在意義を改めて見直し 、事業内容のみ

でなく 、 人材育成や財政基盤など、 組織と し ての基盤を広範囲にわたっ て強化する必

要があり ます。  

 田原市社会福祉協議会が、より 一層住民に必要と さ れる社会福祉協議会と なるため、

法人と し ての使命や理念、 目標を明確にし 、 その実践に向けた事業、 組織、 財政等に

関する具体的な取組を明示するこ と により 時代の変化に対応し 、田原市における地域

福祉の推進機関と し ての役割を 果たすための指針と なるべく 「 基盤強化計画」 を 策定

し ます。  

 

 

第１ 章 



- 3 - 
 

 

３  計画の位置付け及び期間 

 市と 合同で策定し た「 第２ 期田原市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」 に盛り 込

まれている 田原市社会福祉協議会の役割の遂行や理念を 実現し ていく と 同時に、 会

費・ 事業収入などの自主財源の確保や職員人材育成により 組織強化を 図っ ていく ため

の指針と なるも のと し て、「 基盤強化計画」 を 位置付けます。  

 第２ 期の計画の期間は、 平成３ ０ 年度から 令和４ 年度までの５ 年間ですが、 第１ 期

計画で定めた方向性を継続し つつ、第３ 期田原市地域福祉計画期間と の整合性を 持た

せるため、令和２ 年度の中間見直し 時において本計画の期間を １ 年間延長すると と も

に、 評価・ 検証を 行い、 令和５ 年度までの改訂基盤強化計画を策定するも のです。  

 

【 基盤強化計画と 市・ 健康福祉部各種計画】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 基盤強化計画と 地域福祉計画等の計画期間】  

計画名 H 3 ０  Ｒ 1  Ｒ ２  Ｒ ３  Ｒ ４  Ｒ ５  Ｒ ６  

地域福祉計画        

地域福祉活動計画        

基盤強化計画       

※延長 

 

※令和６ 年度以降の計画期間については、 地域福祉計画及び地域福祉活動計画に合わせ、

６ 年間と し ます。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
法人使命、 理念、 目標、 具体的取組
を明示し 、 組織と し ての基盤を強化
するための指針と なる計画 

田 原 市 田原市社会福祉協議会 

地域福祉を推進する 

上で、 中心的役割を 

果たす社会福祉協議 

会の行動計画 

基盤強化計画 田原市総合計画 

田原市地域福祉活動計画 田原市地域福祉計画 

健
康
た
は
ら 

 

計
画 
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害
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21 
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市
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て
支
援

事
業
計
画
・
次
世
代
育
成
支
援

行
動
計
画
・ 

そ
の
他
関
連
計
画 
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４  計画策定の体制 

（ １ ） 策定検討会 
理事、 監事によ り 構成さ れ、 計画についての協議を 行い、 計画を 策定し ます。 

（ ２ ） 課題部門別検討会 

   課題部門別に係長をリ ーダーと し た検討会を 立上げ、 各課題への取組につい

て検討をし 、 提案をし ていき ます。  

（ ３ ） ワーキンググループ 

   課題部門別に、 主に主任以上職員参加のも と 第１ 期計画の評価・ 検証による改

善を 図り 、 第２ 期計画の策定に一丸と なっ て基盤強化に取り 組む姿勢を持ち、 提

言し 実行に移し ていき ます。 中間の見直し においても 、 本ワーキンググループを

再編し て計画改訂版を 策定し ます。  

  



- 5 - 
 

      使命・ 基本理念・ 基本目標等 

 

１  使命 

  田原市社会福祉協議会に求めら れている使命を掲げます。  

２  基本理念  

  田原市社会福祉協議会が目指すべき 活動の方向性を踏まえ、 どのよ

う な福祉社会を目指すのかを基本理念と し て掲げます。  

３  経営理念 

  田原市社会福祉協議会が、 基本理念を 達成するための経営理念を 掲

げます。  

４  組織運営方針 

  田原市社会福祉協議会が、 基本理念及び経営理念を実現するための

組織運営方針を掲げます。  

５  部門別基本目標 

  事業部門毎に、 現状と 課題を把握し 今後の方向性について定め基本

目標を掲げます。  

  

  

第２ 章 
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１  使命 

 田原市社会福祉協議会は、 地域福祉を 推進する中核的な団体と し て誰も が安心

し て暮ら すこ と ができ る福祉のまちづく り を推進するこ と を使命と し ています。  

 地域福祉関係団体の福祉活動を 推進するため地域と の連携を 強化し ながら 、地域

生活課題の把握と 福祉サービスの開発、小地域ネッ ト ワーク システム構築の推進を

行いつつ、 地域福祉活動の啓発や支援を 行う 必要があり ます。  

 

２  基本理念 

 田原市社会福祉協議会は、  

     「 市民と 共に 未来に広げる 福祉の輪」  

                           を 目指し ます。  

 

 健康な方はも ちろ んのこ と 、高齢者や障害のある方も 、でき る限り 住み慣れた地

域で働き 、 学び、 人に任せるのではなく 、 自分ら し く 生き るためには、 市民の一人

ひと り が主体と なり 、それを 地域全体で支える仕組みづく り が必要と なっ ています。 

 一人ひと り の思いに目を 向け、地域の中でそれが実現でき るよう に、市民が抱え

る多様で複合的な地域生活課題について、地域と 福祉関係機関、社会福祉協議会が

連携し て支え合う こ と で、 地域福祉の輪の拡大に取り 組んでいき ます。  

 

３  経営理念 

 田原市社会福祉協議会は、基本理念を 達成するため、以下の経営理念に基づき 事

業を 展開し ます。  

 

 

 

 地域住民、民生委員・ 児童委員及び地域活動を 実践する市民活動団体等地域の団

体・ 組織と の相互理解と 協働によっ て住民主体の活動を展開し ます。  

 

 

 

 地域において誰も が地域社会の一員と し て、尊厳をも っ て生活が送れるよう 自立

支援や利用者本位の福祉サービスを 展開し ます。  

 

 

１  住民参加と 協働による活動を展開し ます。  

２  地域における利用者本位の福祉サービスを 推進し ます。  
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 地域住民、 保健、 医療、 福祉関係機関による地域福祉の推進のための相互の協力

が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ れるよう 身近

な地域で総合的かつ効果的に展開さ れる支援体制を 構築し ます。  

 

 

 

 地域の生活課題を捉え、 地域住民や団体・ 組織に働き かけ、 新たな福祉サービス

や活動プログラ ムの開発に取り 組みます。  

 また、制度の狭間にある地域生活課題など、こ れまでの制度や住民福祉活動で対

応し き れなかっ た課題に対し て積極的に取り 組みます。  

 

４  組織運営方針 

 田原市社会福祉協議会は、「 社会福祉を目的と し た事業を 経営する者」 と 「 社会

福祉に関する活動を行う 者」 が参加する公益性の高い非営利・ 民間の福祉団体と し

て、 基本理念と 経営理念を実現するために、 以下により 組織運営を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5  部門別基本目標 

 (１ ) 法人運営部門 

    『 信頼さ れる社会福祉協議会を 目指し て』  

 社会福祉協議会は、地域福祉の中核的な担い手であり 公益性の高い社会福祉法

人と し て、組織の体制強化や透明性の向上を図るなど適切な運営を 行い、社会的

な責務を 果たす必要があり ます。 法人運営部門は、 その要と し て、 役員と の連携

や、 財務・ 労務・ 人事管理を計画的に進めていき ます。  

  

 

 

 

３  地域に根ざし た総合的な支援体制を 整備し ます。  

４  多様化する福祉ニーズに応じ た先駆的な活動に取り 組みます。  

１  地域に開かれた組織と し て、 運営の透明性と 中立性、 公正さ の確保を

図ると と も に情報公開や説明責任を 果たし ます。  

２  事業展開に当たっ ては、 住民参加を徹底し ます。  

３  適切な事業評価を行い、 効果的で自立し た経営を 目指し ます。  

４  職員一丸と なり 、 組織内の横の連携を 強めて柔軟な取組をし ます。  

５  全ての役職員は、 高潔な倫理を 保持し 、 法令を遵守し ます。  
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 (2 ) 地域福祉活動部門 

    『 安心し て暮ら せるまちづく り 』  

    地域の人々は、 福祉サービスの「 受け手」 であると 同時に、 地域福祉活動を実

践する「 担い手」 でも あり ます。 誰も が住み慣れた地域で、 いつまでも 安心し て

暮ら せる“ まちづく り ” をするため、 地域で起き る様々な生活課題を 地域で把握

し 、 その生活課題を 地域住民の手によっ て解決し ていく 仕組みをつく り ます。  

 

 (3 ) 福祉サービス利用支援部門 

   『 身近な所で相談でき る体制の確保』  

   誰も が住み慣れた地域で安心し て暮ら し 続ける ためには、 困っ た時に身近で、

気軽に相談でき るこ と が大切です。 田原市社会福祉協議会は、 福祉に関する専門

職を 多く 有する相談機関と し ての機能と 、 福祉センタ ーを はじ めと し た身近な相

談窓口と し ての機能を 生かし 、 適切な福祉サービスに繋げるよう 努めます。  

 

 (4 ) 在宅福祉サービス部門 

   『 自分ら し く 豊かな生活を 営めるまちづく り 』  

   高齢者や障害者に対し て、その人ら し く 自立し た生活を 営むこ と ができ るよう 、

様々なサービスを提供し ています。  

   他の福祉サービス事業所を含めた需要と 供給のバラ ンスを 考え、事業規模や提

供サービス内容の検討など、 関係機関と 協議を 重ね、 社会の動向も 視野に入れつ

つ、 専門職機関である事業所と し て、 率先し て地域づく り の一員の役割を果たし

ていく こ と を目指し ます。  
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基本理念   経営理念   部門別基本目標  

         

         

    

１  住民参加と 協働に

よ る 活動を 展開し ま

す。  

   

       

       

        

         

         

    

２  地 域 に お け る 利 

用者本位の福祉サー

ビスを推進し ます。  

    

       

       

       

         

         

    

３  地域に根ざ し た総

合的な支援体制を 整

備し ます。  

    

       

       

       

         

         

    
４  多様化する 福祉ニ

ーズに応じ た先駆的

な活動に取り 組みま

す。  

    

        

       

       

        

 

  

市

民

と

共

に

未

来

に

広

げ

る

福

祉

の

輪 

基本理念を実現するための経営理念及び基本目標の関係図 

(法人運営部門) 

信頼さ れる社会福祉協議会

を 目指し て 

(地域福祉活動部門) 

安心し て暮ら せるまちづく

り  

(福祉サービス利用支援部門) 

身近な 所で 相談で き る 体

制の確保 

（ 在宅福祉サービス部門）  

自分ら し く 豊かな 生活を

営めるまちづく り  
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         部門別の事業の取組 

 

 基本理念、経営理念及び組織運営方針の実現を目指す各部門別の取組内容を掲げま

す。  

 

１  法人運営部門  

 

 

 

 

 社会福祉協議会（ 以下「 社協」 と いう 。） は、 地域福祉の中核的な担い手であり 公

益性の高い社会福祉法人と し て、 組織の体制強化や透明性の向上を 図るなど適切な

運営を 行い、 社会的な責務を 果たす必要があり ます。 法人運営部門は、 その要と し

て、 役員と の連携や、 財務・ 労務・ 人事管理を 計画的に進めていき ます。  

   

１ ）  財源の確保（ 財政計画）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ア 自主財源 

 本会の自主財源は、 社協会費・ 共同募金配分金等で、 多く の市民、 団体、 企業

等から 得た地域福祉活動推進のための財源です。  

 社協は、 こ れら の財源を 有効活用し 、 地域福祉を推進する団体と し て「 誰も が

安心し て暮ら すこ と ができ る福祉のまちづく り 」 を推進し ていき ます。  

第３ 章 

 信頼さ れる社会福祉協議会を 目指し て  

具体的な目標 

①市民主体の活動を支えるために会費、 共同募金等の自主財源の確保に

努めます。  

②地域福祉推進のための財源確保の必要性について、 市民の理解を広げ

ます。  

③公的福祉サービスの質の高い担い手と し て、 市民のニーズに沿っ た委

託事業を 引き 受けます。  

④介護保険事業者・ 障害福祉サービス事業者と し て堅実な経営を 目指し 、

自主事業の効率化、 サービスの質の向上を図り 、 財源の確保に努めま

す。  
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❶社協会費 

 会員制度は、 個人を 対象と し た「 一般会員」、 団体・ 企業を 対象と し た「 特別

会員」 の２ つの区分で運用し ています。  

   

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆社協の地域福祉推進の目的と 会費の使い道を 分かり やすく 説明し た独自のパ

ンフ レッ ト を作成するなど周知方法を 工夫し 、 会員数・ 会費額の増加に努め

まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆会費を 地域に還元する仕組みと し て、 福祉バス無料貸出し 事業、 レ ク リ エー

ショ ン機器貸出し 事業、 サロン運営等の支援を 実施し ています。  

◆市民館まつり など、各市民館に職員が出向き 会費の納付依頼を 行っ たこ と で、

全体の中で自治会の会員加入数は少し ずつ増加し ています。  

◆課題と し て、 企業については、 既存会員にのみ会費の納付依頼を 行っ ている

ため、 新規企業の会員加入が進んでいません。  

 

会費収入の年度別推移と 見込み（ 単位： 千円）  

 

  

【 今後の方向性】  

◆自治会や企業が、 社協の地域福祉事業に協賛し たく なる よう な魅力的な周知

方法を検討し ます。  

◆会費の使い道を 明確にし 、 地域に還元でき る仕組みを 検討し ます。  

 

 

 

2,907
3,061

3,328
3,226 3,220 3,231

3,050
3,141

3,235
3,330

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

見込み 見込み 見込み 見込み

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度
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【 中間改訂内容】  

◆新型コ ロナウイ ルスの影響等を考慮し 、 令和２ 年度以降の会費収入の見込み

額を下方修正し まし た。  

◆会費収入の安定確保のため、 引き 続き 社協の事業への理解と 協力が得ら れる

よう 社協だより や SN S（ ※） を 活用し 、 宣伝広報活動や情報発信を し ていき

ます。  

 

※Ｓ Ｎ Ｓ と は、 ソ ーシャ ル・ ネッ ト ワーキング・ サービスの略称で、 個人間や社

会的なネッ ト ワーク の構築支援や交流促進を 目的と し た、 イ ン タ ーネッ ト を

利用し たサービスのこ と です。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

会員加入促進 ・ 自治会、 企
業への会員加
入依頼 
 
 
 

 
 
 
 
 
・ 社協だよ り
や SN S を 活
用し 、 会費の
明確な使い道
を周知 

  

 

 ❷共同募金 

本会は、 田原市共同募金委員会の事務局を担っ ており 、 共同募金の配分金は

地域福祉活動を 行う ための大切な財源と なっ ています。  

 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆共同募金の目的を 分かり やすく 説明し た独自のパンフ レ ッ ト を 作成し 、 募金

の集め方と 配分金の使い方を工夫し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆募金活動の方法と し て、 自治会には地域コ ミ ュ ニティ 連合会を 通し て共同募

金の周知を 行う と と も に、 各市民館まつり でボラ ンティ アと 社協職員が街頭

募金を行っ ています。 企業へは、 民生委員・ 児童委員の戸別訪問により 依頼

をし ています。  

◆自治会から の募金額は増加傾向ですが、 企業から の募金額は景気の動向に左

右さ れるため安定し ていません。  

◆課題と し て、 配分金の使い道について、 市民への周知がまだまだ十分と は言

えません。  
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募金額の年度別推移と 見込み（ 単位： 千円）  

 
【 今後の方向性】  

◆募金箱を 新規の場所に設置依頼する など多く の方から 協力が得ら れるよ う 、

配分金の使い道や集め方等について検討し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

◆新型コ ロナウイ ルスの影響等を考慮し 、 令和２ 年度以降の共同募金の見込み

額を下方修正し まし た。  

◆市民館まつり 等でのイ ベント 募金については、 新型コ ロナウイ ルス感染拡大

防止の観点から 、 実施方法の見直し や新規の募金方法を検討し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

共同募金運動
の強化 

・ 自治会、 法
人、 学校への
積極的な募金
依頼 
 
・ 配分金の使
い道の検討 
 
・ チラ シ等に
よ る 啓発活動
を実施 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 市民館ま つ
り 等でのイ ベ
ン ト 募金の実
施方法や新規
募金方法の検
討 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

4,605 4,452 4,657 4,470 4,442 
4,174 

3,900 
4,056 

4,218 
4,400 

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

見込み 見込み 見込み 見込み

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度



- 14 - 
 

イ  公費財源 

 公費財源は、 法人運営のための運営費補助金、 行政より 事業委託を 受け指定管

理を 行っ ている田原福祉センタ ー及び赤羽根福祉センタ ーの管理運営費、 地域福

祉事業を中心に展開し ている事業の委託料です。  

 

 ❶補助金 

 補助金については、 法人運営、 地域福祉活動の推進及び各種団体支援事務を

行う 職員の人件費や事務費を 対象と し て、 行政から 補助を 受けています。         

  

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆補助金は、 社協にと っ て重要な財源であり 、 職員雇用・ 定員適正化計画、 財

政計画等を 基盤強化計画内に盛込み策定し た上で、 地域福祉を 推進し ていく

法人と し て、 また、 時代の変化に対応し て財源の確保に努めまし た。           

 

【 現状と 課題】  

◆補助対象経費が、 法人運営の一部人件費、 物件費のみ補助対象と さ れている

ため、 対象外と なっ ている人件費、 物件費等が社協負担と なっ ています。 ま

た、 今後市職員の派遣廃止に備え、 職員の新規採用が必要と なるこ と が見込

まれるこ と から 、 安定し た補助金の確保が課題と なっ てき ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆補助金は重要な財源であり 、 職員雇用・ 定員適正化計画、 財政計画等に基づ

いて行政と 両輪で地域福祉を推進し ていく 法人と し て、 市民に理解さ れ、 地

域福祉ニーズに対応し た事業運営を実施し 、 財源の確保に努めます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆新型コ ロ ナウイ ルスによ る影響を 考慮し 、 令和３ 年度以降の補助金額の見込

み額を下方修正し まし た。  

 

【 具体的な取組】  

 ◆補助対象事業（ 対象経費）  

  〇社協一般運営費（ 法人運営）  

    法人全体の運営に係る業務を 取り 扱う 部門の職員人件費、 役員報酬その

他の経常的経費 

  〇ボラ ンティ アセンタ ー運営支援 

    ボラ ンティ アセンタ ーの運営及び防災ボラ ンティ アコ ーディ ネータ ー養

成講座の企画実施 
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取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

適正事業費
の執行及び
補助対象事
業費等の算
出 

・ 事務事業執
行状況の活用
によ る 適正事
業費の執行 
 
・ 業務棚卸し
データ の活用
によ る 補助対
象事業費、 適
正補助金の算
出 

   

主要計画の
検証、見直し  

・ 主要計画の
中間見直し  

 ・ 主要計画の

検証 

・ 次期主要計

画の策定 

 

田原市補助金の推移と 見込み  単位： 千円 

区  分 平成 3 0 年度 平成 3 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

法 人 運 営 4 4 ,4 0 0  4 5 ,2 8 4  4 5 ,2 8 4  4 6 ,0 0 0  4 6 ,0 0 0  4 6 ,5 0 0  

ﾎﾞ ﾗﾝﾃｨ ｱＣ  ５ ,0 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  5 ,0 0 0  

合  計 4 9 ,4 0 0  5 0 ,2 8 4  5 0 ,2 8 4  5 1 ,0 0 0  5 1 ,0 0 0  5 1 ,5 0 0  

 

❷受託事業 

 受託事業は、 田原福祉センタ ー及び赤羽根福祉センタ ーの指定管理者制度に

基づく 管理運営事業と 福祉活動に関する 各種受託事業があり ます。 各種受託事

業の主要な「 現状と 課題」「 今後の方向性」 等については、 該当する部門に掲載

し ています。  

 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆福祉の拠点施設と し て、 社協の本来の役割や機能を十分活かし ながら 、 利用

者の利便性が図れる 田原福祉セン タ ー及び赤羽根福祉セン タ ーの適切な管

理運営を 行いまし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆福祉センタ ーの管理運営事業は、利用者が固定化し てし まう 傾向があるため、

新規利用者向けのイ ベント 等開催を検討するなどの利用者増を 図る必要があ

り ます。また、田原福祉センタ ーは、経年劣化による機械設備の故障が多く 、

計画的な機械設備の改修や更新が必要です。  
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◆介護保険者統合、 介護予防事業見直し など、 行政の事業実施形態の変化（ 広

域連合による実施等） により 、 受託金財源に大き な変化が生じ るも のがあり

ます。 事業運営に大き な影響を 与える可能性も あるため、 行政を交えて受託

事業の検討を 継続実施し ていく 必要があり ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆指定管理業務においては、 利用者アンケート 等による利用ニーズを 把握し 、

利用者増を 図り ます。 また、 経年劣化による 故障の多い機械設備の改修・ 更

新を 、 行政と 計画的に進めていき ます。  

◆福祉活動の受託事業については、 事業効果が得ら れるよう 事業内容を見直し

ていき ます。 また、 新たな受託事業については、 職員採用を 含め社協の今後

の財政運営を念頭に、 行政と 検討し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆平成 3 0 年度以降の決算額推移や高齢者介護予防事業の規模縮小、 新型コ ロ

ナウイ ルスによる影響を考慮し 、令和 3 年度以降の受託料の見込み額を 下方

修正し まし た。  

◆地域福祉の推進を 主目的と し た受託事業が多く 、 業務内容が類似し てき てい 

 るも のも ある ため、 事業の効率化を 見込めるも のについては、 受託事業の統

合等について市と 協議、 検討し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

受託事業の
研究、 実施 

・ 福祉関連の
市各種事業の
受託の検討 
 
 
・ 事業効率化
を 目的と し た
受託事業の統
合等について
の協議及び検
討 
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受託料収入の推移と 見込み  単位： 千円 

区    分 
事  業  名 

平成3 0 年度 平成3 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

 受託料定額の事業収入 1 5 3 ,0 5 3  1 5 7 ,2 6 7  1 5 3 ,4 7 7  1 5 0 ,4 0 0  1 5 3 ,3 0 0  1 5 6 ,7 0 0  

 法 人 運 営 
生活援助員派遣 結婚相談 田原福祉センタ ー 赤羽根福祉センタ ー 

6 6 ,0 4 8  6 4 ,0 8 5  5 6 ,7 3 4  5 4 ,0 0 0  5 4 ,0 0 0  5 4 ,5 0 0  

 地 域 福 祉 活 動 

フ ァ ミ リ ー・ サポート ・ センタ ー 災害ボラ ンティ アセンタ ー 生活さ さ

えあいネッ ト  地域福祉ネッ ト ワーク  

1 7 ,8 4 1  1 8 ,5 7 5  1 8 ,5 6 6  1 6 ,0 0 0  1 6 ,5 0 0  1 7 ,0 0 0  

 福祉サービ ス 利用支援 

成年後見センタ ー 日常生活自立支援 心配ごと 相談 相談支援 高齢者 

支援センタ ー 生活困窮者自立相談支援 生活困窮者就労準備支援 生活 

支援体制整備 

6 9 ,1 6 4  7 4 ,6 0 7  7 8 ,1 7 7  8 0 ,4 0 0  8 2 ,8 0 0  8 5 ,2 0 0  

 実 績 に よ る 事 業 収 入 1 0 ,2 8 5  4 ,3 3 8  4 ,7 3 7  4 ,0 0 0  4 ,0 0 0  3 ,8 0 0  

 在 宅 福 祉 サ ー ビ ス 
学校介助員派遣 配食サービス 高齢者介護予防 

1 0 ,2 8 5  4 ,3 3 8  4 ,7 3 7  4 ,0 0 0  4 ,0 0 0  3 ,8 0 0  

合    計 1 6 3 ,3 3 8  1 6 1 ,6 0 5  1 5 8 ,2 1 4  1 5 4 ,4 0 0  1 5 7 ,3 0 0  1 6 0 ,5 0 0  

 

 

ウ 事業収入財源（ 自主事業）  

社協における事業収入財源は、自主事業によ っ て得た収入で、「 介護保険事業」

や「 障害福祉事業」 の収入がそれに当たり ます。 財政基盤強化の基礎と なる事業

収入財源の確保は、 今後の大き な課題であり ます。 福祉ニーズの把握と 社会資源

の不足する部分に役割を 果たせる事業展開を 進め、利用者の過大な負担と なら な

いよう 事業運営を行う と と も に財源確保を 図っ ていく 必要があり ます。  

 

❶介護保険・ 障害福祉サービス 

 介護保険事業及び障害福祉サービス事業についての現状と 課題、今後の方向

性、具体的な取組等については、「 ３  福祉サービス利用支援部門」 及び「 ４  在

宅福祉サービス部門」 に掲載し ています。  

 

２ ）  組織・ 体制 
 現在の社協の組織体制は、 介護保険事業に多く の職員が配置さ れていますが、

民間事業所の新規参入により 事業の方針転換が求めら れています。  

 障害福祉事業の事業化や地域福祉活動推進事業への取組など、 職員の業務の転

換が求めら れており 、 かつ、 職員の専門性の向上や、 部署間の情報交換や連携を

より 一層深めていき ます。  
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ア 職員配置・ 人材育成 

 本会の職員は、 正規職員、 市派遣職員、 嘱託職員、 臨時職員で構成さ れてい

ます。 職員の構成比率（ 表１  職員雇用・ 定員適正化計画参照） は、 令和２ 年度

で正規職員が３ ６ ． ４ ％、 その他の職員が６ ３ ． ６ ％を 占め、 更に職員全体の

半数以上が、 介護保険事業や障害福祉事業に従事し ています。  

 職員の職名は、 事務局長、 課長、 係長、 主査、 主任、 主事、 主事補の職層か

ら なり 、 係長以上の管理監督者は令和２ 年度で１ ０ 名（ 市派遣職員を 除く 。）

です。  

 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆各種事業を 行う に当たっ て嘱託職員や臨時職員は、事業の担い手と し て重要

な役割を果たし ています。 正規職員と の役割分担等や組織の一員と し て、 業

務に対する 意欲向上を 図る ための処遇改善や各種研修によ る 質の向上への

取組と 、 準職員から 嘱託職員への雇用形態の見直し を 行いまし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆２ 課体制から 各地区１ 課の３ 課体制への変更によ り 決裁事務の効率化や職

員管理等の適正化が図ら れまし た。 し かし 、 新規職員の確保、 次期課長・ 係

長職と なる職員の人材育成が課題と なっ ています。  

 

【 今後の方向性】  

◆社協が、地域福祉を 着実に推進し ていく ためには、職員の採用計画や社協各

種事業所における適正な職員配置が必要です。 そのためには、 ６ 割強を 占め

る嘱託職員、 臨時職員を適材適所に配置し 、 その能力・ 資格を有効に活用で

き るよう に、 職責や勤務年数に応じ た給与額、 昇給制度等の処遇改善の検討

や、 臨時職員から 嘱託職員、 嘱託職員から 正規職員への採用を進めていき ま

す。  

◆正規職員は、県社協等の研修や職務に必要な資格取得研修等により 職員の技

能向上を 図り 、 地域生活課題の対応や福祉サービ スの質の向上に努めます。 

◆雇用形態にかかわら ず職員全員で組織・ 事業の方向性を 共有でき るよう 、職

員研修の実施と 事業提案ができ る仕組みを 構築し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

◆令和３ 年度より 、 新たな人材育成の取組と し て、 各階級に必要な能力や知識 

等を学ぶため、 キャ リ アパス研修（ 職員が自ら のキャ リ アアッ プの道筋を 描 

き 、 組織の中でそれぞれの立場・ 階級に応じ て求めら れる能力を 段階的・ 体 

系的に習得し ていく 研修） の受講を 実施し ます。  
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◆令和２ 年度には、 高齢者介護予防事業の規模が縮小さ れまし た。 こ う し た市 

の受託事業の状況や自主事業の展開に合わせ、 職員体制及び職員採用計画の 

見直し を継続的に行っ ていく 必要があり ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

効果的効率
的な事務局、
職員体制 

・ 事業展開に
応 じ た 事 務
局、 職員体制
の検証 

   

職員の能力
向上 

・ 県社協等の
研修で 必要な
情報を 収集、
全体研修で 情
報の共有化 

 
 
 
 
 
 
・ キャ リ ア パ
ス研修の受講 

 
 
 
 
 
 
 

 

嘱託職員・ 臨
時職員の処
遇改善 

・ 嘱託職員等
から 正規職員
への採用の推
進 

   

職員採用計
画の進行管
理 

・ 市受託事業
の状況に 応じ
た 職員採用計
画の見直し  
 
・ 市派遣職員
の減を 含めた
職員採用計画
の見直し  

   

 

  〈 定員適正化の基本的な考え方〉  

   ①訪問介護については、 職員の確保が課題であるが、 正規職員の配置は最少限

と し て、 登録ヘルパーの確保や活用により 対応し ていき ます。  

   ②居宅介護支援については、今後も 介護認定者の増加が予測さ れており 計画的

な介護支援専門員及び主任介護支援専門員の養成を行います。  

   ③法人経理担当、 人事、 給与に関連し た事務については、 他の事業の職種、 資

格と 異なる法令知識や分析力が必要であるこ と から 、 外部委託等を 有効活用

し て事務改善を 行い、 人件費抑制をし ていき ます。  

   ④正規職員は、今後の定年等退職者や事業実施必要職員数と 年齢バラ ンスを 考

慮し ながら 計画的な採用を し ていき ます。  

   ⑤派遣職員については、法人運営全般及び福祉関係業務の行政と の繋ぎ役と し

て、 市職員派遣のあり 方を 市と 協議し ていき ます。  
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表１  職員雇用・ 定員適正化計画 単位： 人 

区   分 平成 3 0 年度 平成 3 1 年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

正 規 職 員 
計画 ３ ５  ３ ５  ３ ５  ３ ６  ３ ６  ３ ６  

予定 ３ １  ３ ２  ３ ２  ３ ６  ３ ６  ３ ６  

再 雇 用 職 員 
計画 ２  ２  ２  ２  ２  ２  

予定 ２  ２  ２  ２  ２  ２  

市 派 遣 職 員 
計画 ２  ２  ２  ２  ２  ２  

予定 ２  ２  ２  ２  ２  ２  

嘱 託 ・ 臨 時 

職 員 

計画 ７ ４  ７ ４  ７ ４  ４ ９  ５ ４  ５ ４  

予定 ６ ８  ６ ８  ６ ９  ４ ９  ５ ２  ５ ２  

合  計 
計画 １ １ ３  １ １ ３  １ １ ３  ８ ９  ９ ４  ９ ４  

予定 １ ０ ３  １ ０ ４  １ ０ ５  ８ ９  ９ ２  ９ ２  

参

考 

正 規 職 員 

年度末退職 

計画 (０ ) (△１ ) (△３ ) (△１ ) (△１ ) (△１ ) 

予定 (０ ) (△１ ) (△３ ) (△１ ) (△１ ) (△１ ) 

正 規 職 員 

新 規 採 用 

計画 (１ ) (１ ) (１ ) (４ ) (１ ) (１ ) 

予定 (１ ) (１ ) (１ ) (４ ) (１ ) (１ ) 

※区分の計画欄は職員の上限の人数、 予定数は予定雇用人数 

   合計欄は、 各年度の当初職員数 

 職員数は、 計画策定年度の事業体制を 基準に算出 

 

イ  給与制度・ 人事評価制度 

 正規職員・ 再雇用職員の給与は、 田原市職員の給与制度に準じ た給与規程に

より 定めら れており 、 嘱託職員・ 臨時職員の給与は、 市の規程を参考と し た本

会独自の規程に基づき 支給さ れています。  

 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆人事評価制度については、検討会を立ち上げ、役職に応じ た評価項目・ 配点、

評価シート の研究を行い、 草案を 作成し まし た。  

◆給与制度については、 再雇用職員及び嘱託職員制度の施行に合わせ、 対象職

員の給与制度を新設し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆人事評価制度については、草案が作成さ れまし たが、「 評価基準が曖昧」、「 評

価過程に手間がかかる」、「 評価者の水準や技能が確保さ れていない」 と いっ

た問題があり 、 評価制度への信頼が得ら れにく いと いっ た課題があり ます。 

 



- 21 - 
 

 

◆現状の給与制度は、 田原市職員の給与制度に準拠し ていますが、 昇給の取扱

いなど特定の部分について、 社協の財政状況を踏まえ独自の運用を 行っ てい

ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆人事評価制度については、 草案を基に簡略化するよう 見直し を行い、 試行運

用を 行っ て、 改善し ていき ます。  

◆評価制度の信頼性を向上し ていく ため、 評価者研修及び被評価者研修等の取

組を 行っ ていき ます。  

◆給与制度については、 職員間の待遇差が不合理なも のと なら ないよう 改善を

図っ ていき ます。  

 

  【 中間改訂内容】  

   ◆業種が多岐にわたるため、 草案の評価基準では、 職員間で評価結果にバラ つ

き が生じ るおそれがあり ます。 全職種に共通する 評価項目の内容について、

再検討を し ていき ます。  

   ◆働き 方に関する国の施策等の動向に合わせ、職員間の不合理な待遇差が生じ

ないよう 給与制度の見直し や必要な検討を 継続し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

人 事 評 価 制

度 の 見 直 し

及び施行 

・ 草案の評価

項目内容の見

直し  

・ 継続実施 ・ 試行運用 

 

・ 評価者等研

修の実施 

・ 試行運用と

評価者等研修

の継続 

給 与 制 度 の

内 容 見 直 し

や検討 

・ 制度の内容

見直し 及び検

討 
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ウ 理事会・ 評議員会 

 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆社会福祉法人制度改革（ 関係法令改正平成２ ９ 年度施行） に伴い、 評議員選

任・ 解任委員会の設置など、 改革の内容に対応し た理事会・ 評議員会の体制

を整備し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆理事会、 評議員会において活発な議論がさ れる ためには、 法人の運営や社協

の実施事業に関し 、 一層の理解を 深めても ら う 必要があり ますが、 役員や評

議員に対する 社協事業への参加等の呼びかけが不充分な状況と なっ ています。 

◆部会のあり 方については、 他市町村社協の先進事例等を 調査、 研究し 、 各事

業の課題等について効果的な協議や検討がさ れる 組織につく り 上げていく た

めの準備が必要です。  

 

【 今後の方向性】  

◆社協事業への理解を 深めても ら う と 同時に、 地域福祉課題等の情報を 提供す

る ため、 引き 続き 社協が実施する事業や研修会等への参加を 呼びかけていき

ます。  

◆他市町村社協の理事会、評議員会や部会の状況について、調査と 研究を重ね、

より 効果的な議論がさ れる組織づく り に努めます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

理事等と 事務

局と の連携強

化 

・ 社協事業や研

修会等への積極

的な参加呼びか

け 

   

効果的な部会

のあり 方につ

いて調査、 研

究 

・ 他市町村の状

況調査と研究 
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２  地域福祉活動部門  

 

 

 

 

 地域の人々は福祉サービスの「 受け手」 であると 同時に、 地域福祉活動を 実践する

「 担い手」 でも あり ます。誰も が住み慣れた地域で、いつまでも 安心し て暮ら せる“ ま

ちづく り ” を するため、 地域で起き る様々な生活課題を 地域で把握し 、 その生活課題

を 地域住民の手によっ て解決し ていく 仕組みを つく り ます。  

今後の事業開始が見込まれる重層的支援体制整備事業（ ※） については、 本部門内

に記載さ れている事業（ 生活支援体制整備事業、 生活さ さ えあいネッ ト 事業、 地域福

祉ネッ ト ワーク 事業等） が深く 関わっ ていく こ と が予想さ れるため、 事業の協働や連

携のあり 方について、 関係機関と 協議を 重ねていき ます。  

 

 ※重層的支援体制整備事業と は、自治体が既存の相談支援等の取組を活かし ながら 、

地域住民が抱える複雑化・ 複合化し た支援ニーズに対応する包括的な支援体制の

構築を 推進するも ので、「 本人や世帯の福祉における様々な相談支援」、「 社会と

のつながり や参加への支援」、「 地域やコ ミ ュ ニティ における多世代交流や支え合

う 関係性の育成支援」 を ３ つの柱と し て実施する事業です。  

 

１ ）  地域課題の把握、 新たな福祉サービス等の企画 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆小地域から の新たなモデル事業実施と し て、 福祉バスを利用し た買物弱者への支

援を 、 民生委員・ 児童委員と 協働で行いまし た。  

◆各地域の実情に合わせた自主サロン活動を拡大するための支援を行いまし た。  

 

【 現状と 課題】  

 ◆地域課題を把握する機会がまだまだ少なく 、支援が必要な人々から の声を把握す

る仕組みが十分ではあり ません。 高齢者や障害者にと ら われず、 福祉サービス等

の個別課題から 、 地域課題の把握・ 解決に向けた支援が行える包括ケア体制の構

築が必要です。  

 

【 今後の方向性】  

 ◆田原市地域福祉計画・ 地域福祉活動計画を基に、 地域の課題を地域住民が自分た

ちの問題と し て考えていけるよう に、 社協内だけではなく 、 行政、 福祉関係事業

者、 ボラ ンティ ア等と 連携し た仕組みづく り に取り 組みます。  

 

 安心し て暮ら せるまち づく り  
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◆地域住民が集まる場所へ積極的に参加し 、コ ミ ュ ニティ と の関係づく り を行いま

す。 また、 地域住民が集まれるよう な講座の企画、 情報交換会、 協議体（ ※） 等

を 、 地域、 民生委員・ 児童委員、 行政、 社協、 関係機関と 協働で開催し ていき ま

す。  

 ◆福祉サービスにおける個別課題への対応から 、地域課題の把握を 行えるよう な包

括ケア体制を 構築し 、 新たな社会資源の開発・ 展開を 目指し ます。  

  

 ※協議体と は、 地域に支え合いの輪を広げていく ために、 地域住民同士で話し 合う

場です。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆生活支援体制整備事業の受託により 、生活支援コ ーディ ネータ ーの人員配置を 踏

まえた内容に改めまし た。  

 ◆新型コ ロ ナウイ ルス感染予防で地域の方々が集まる 機会も 少なく なっ ている こ

と から 、 令和 2 年度以降のサロン設置目標の数値を見直し まし た。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

地 域 課 題 把
握 の た め の
体制づく り  

・ 社協内で課題
整理、 検討でき
る 庁 内 連 携 体
制づく り  
 
 
 
・ 地域福祉係、
社 協 高 齢 者 支
援 セ ン タ ー 担
当、 生活支援コ
ー デ ィ ネ ー タ
ー等が協働し 、
地 域 の 現 状 や
課題を 把握 
 
・ 地域福祉係、
高 齢 者 支 援 セ
ンタ ー、 生活支
援 コ ー デ ィ ネ
ー タ ー が 協 働
し 、 地域ケア会
議 や 協 議 体 等
に参加し 、 地域
の ネ ッ ト ワ ー
ク を構築 
 

・ 地域住民、 行
政、 他機関と 協
働し て地域課題
解決に向けた包
括ケア体制を 強
化 
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小 地 域 か ら
新 た な モ デ
ル事業実施、
地 域 づ く り
に つ な げ る
支援 

・ 買物弱者の支
援 に つ い て 検
証、 評価 
 
・ 地域課題から
必 要 な 資 源 開
発の検討 
 
・ 成功事例の収
集と 、 先行事例
の 継 続 支 援 体
制づく り  
 

・ 成功事例の他
地 域 へ の 波 及
推進 
 

  

居 場 所 づ く
り を 行 い な
が ら 地 域 の
力 の 強 化 支
援 

・ サロン活動が
波 及 し な い 地
区の原因検証 
 
・ サロンリ ーダ
ー、 ボラ ンティ
アの育成 
 
・ 既存の地域活
動の後方支援 
 
・ 地域の実情に
応 じ た 新 た な
居場所を把握 
 
・ 地域のリ ーダ
ーと なる担い手
の発掘、 育成 

・ 成功事例の他
地 域 へ の 波 及
推進 
 
 
 

  

 

サロン設置目標 

取組項目 平成 3 0 年度 平成 3 1 年度  令和２ 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

自主サロン 2 ７ か所 ３ ４ か所 3 4 か所 3 6 か所 3 8 か所 4 0 か所 

コ ミ ニュティ
サロン 6 か所 ６ か所 6 か所 6 か所 7 か所 7 か所 

 

２ ）  コ ミ ュ ニティ ソ ーシャ ルワーク （ ※） ができ る人材育成 

【 第 1 期計画の主な取組】  

 ◆毎年 1 名がコ ミ ュ ニティ ソ ーシャ ルワーカ Ü （ CSW ） 研修に参加し まし た。

CSW の人材を 増やし て地区配置をし まし た。  
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 ◆平成 2 9 年度に地域福祉担当を 創設し て地区配置を 図り 、 定期的に市民館や人

の集まる場所等に出向いて顔の見える関係づく り を行いまし た。 そし て、 地域

福祉担当が定期的に集まり 、 地域課題を共有・ 整理し て取組等について考える

機会を 作り まし た。  

 

※コ ミ ュ ニティ ソ ーシャ ルワーク と は、 地域において生活上の問題を 抱える個人

や家族に対する個別支援と 、 それら の人々が暮ら す生活環境の整備や地域住民

の組織化等の地域支援を 担う 多職種協働によっ て統合的に展開する実践です。

Ｃ SW （ コ ミ ュ ニティ ソ ーシャ ルワーカ ー） と は、 コ ミ ュ ニティ ソ ーシャ ルワ

ーク を 行う 者です。  

 

【 現状と 課題】  

◆住民主体の助け合いを 進める上で、 地域包括ケアシステムの必要性や意義につ

いて、 住民への情報提供が十分ではあり ません。  

◆住民リ ーダーの担い手と なる人材発掘や育成を 行い、 住民が主体的に地域づく

り でき る働き かけが必要です。  

◆社協内で地域福祉を担う 職員同士の更なる連携強化が必要です。 また、 住民と

協働し て解決に取り 組める職員のスキル（ 技能） や育成が必要です。  

【 今後の方向性】  

◆Ｃ Ｓ Ｗ養成研修に継続参加し 、 地域福祉を担う 人材を増やし ます。  

◆積極的なソ ーシャ ルワーク 研修等の参加による技能向上を 図り ます。  

◆生活支援コ ーディ ネータ ーを 圏域ごと に配置し 、 高齢者支援センタ ーや地域福

祉係と 協働し て住民主体の地域づく り を 進めていき ます。  

◆社協職員全員が地域福祉を担う 人材と し て、 担当業務のみ従事するのではな

く 、 常に社協の理念を 意識し 、 地域住民等と 連携し ながら 業務を行っ ていき ま

す。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆生活支援体制整備事業の受託により 、生活支援コ ーディ ネータ ー人員配置を 踏ま

えた内容に改めまし た。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

CSW の人材
育成と 連携 

・ CSW 養成研
修参加 
 
・ ソ ーシャ ルワ
ーク 研修等参加
による技能向上 
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高齢者支援セ
ンタ ー、 生活
支援コ ーディ
ネータ ー等の
連携強化 

・ 生活支援コ ー
ディ ネータ ー圏
域配置 
 
 
 
・ 社協内連携
会議を継続 

・ 社協内職員
のコ ミ ュ ニテ
ィ ソ ーシャ ル
ワーク 力の向
上 
 
  

 

 

 

３ ）  ボラ ンティ ア活動や市民活動の活性化と 支援 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆福祉のつどいや各種ボラ ンティ ア講座、 ボラ ンティ ア紹介セミ ナー等の初心者向

け啓発事業を実施し 、 ボラ ンティ ア活動の促進を図り まし た。  

◆中学・ 高等学校に市民館まつり 応援隊や赤い羽根共同募金活動、 福祉施設のボラ

ンティ ア活動を 紹介し 、 学生等のボラ ンティ ア活動を 推進し まし た。  

◆被災時に手助けが必要な住民と 、 全国から 支援に駆けつけるボラ ンティ アを 調整

する災害ボラ ンティ アコ ーディ ネータ ーの養成等を 行いまし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆各種ボラ ンティ ア講座やボラ ンティ ア紹介セミ ナー、 中学校の課外活動、 生活さ

さ えあいネッ ト 事業の啓発を通し てボラ ン ティ ア活動者の拡大を 図り まし たが、

こ れら 啓発事業の参加者は固定化し がちであり 、新規のボラ ンティ ア数は微増の

傾向です。  

 

【 今後の方向性】  

◆行政や教育機関、 企業と の連携を 積極的に図り 、 若者から 高齢者まで地域福祉活

動の担い手と なるよう 働き かけます。  

◆各種ボラ ン ティ ア講座やボラ ン ティ ア紹介セミ ナー等を 継続的に開催する と と

も に、中学、高等学校に市民館まつり 応援隊等ボラ ンティ ア活動への参加を 促し 、

助け合いの心を育みます。  

◆行政や災害支援団体と の連携を強化し 、 災害ボラ ンティ アコ ーディ ネータ ーの育

成や情報発信等の対応を 充実さ せます。  

◆各種講座を 継続実施し 、 内容を充実さ せると と も に、 ボラ ンティ ア活動の魅力と

やり がいを発信し ていき ます。  
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【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

ボラ ン ティ ア

の育成支援 

・ 各種ボラ ン テ

ィ ア講座やボラ

ン ティ ア紹介セ

ミ ナー、 災害ボ

ラ ン ティ アコ ー

ディ ネータ ー養

成 講 座 の 定 期

的、 継続的な開

催 

 

・ 中学、 高等学

校に市民館まつ

り 応援隊等ボラ

ン ティ ア活動の

継続的な募集 

 

・ 行政や災害支

援 団 体 と 協 力

し 、 災害ボラ ン

ティ アコ ーディ

ネ ー タ ー の 育

成、 連携対応、

情報発信の充実

化 

 

・ 各種講座の継

続実施と 内容の

充実化、 ボラ ン

ティ ア活動の魅

力を 発信 

・ 企業等へ働き

かけ、 OB や現

職のボラ ン ティ

ア活動の参加促

進 

  

地域に根ざし

たボラ ンティ

ア活動の推進 

・ 生活さ さ えあ

いネッ ト の啓発 

   

 

４ ）  福祉教育の充実と 工夫 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 ◆保育園や小中高校生を 対象と し た福祉活動の紹介や福祉実践教室等を 実施する

こ と で、 ボラ ンティ ア活動の参加を促し 、 福祉についてと も に考えて行く 機会を

創出し まし た。  

◆ボラ ンティ アによる手作り の紙芝居を使っ た読み聞かせ活動を 通し て、 高齢者と

保育園児が触れ合う 機会を支援し まし た。  
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【 現状と 課題】  

◆社協と し て行っ ている 福祉教育の活動は、 小中高校での福祉実践教室が主です。

平成２ ７ 年度から は、高齢者支援センタ ーの協力を 得て「 認知症サポータ ー講座」

を 取り 入れていますが、 認知症や共生社会に対する理解が十分ではあり ません。 

◆少子高齢化によ る家族構成の変化から 、 世代間の交流が少ない傾向にあり ます。

子ども から 高齢者までが交流でき る居場所を 作るなど、地域から 孤立さ せない社

会づく り を、 住民と と も に取り 組む必要があり ます。  

  

【 今後の方向性】  

◆障害者や認知症高齢者の理解促進について、 学校等に呼びかけます。  

◆福祉関係機関や福祉専門学校と 連携し 、 専門性を生かし た福祉教育を 、 小・ 中・

高等学校だけでなく 地域に幅広く 展開し 、 福祉の輪を広げます。  

◆多世代交流や当事者と の交流を通し て、 地域の中で孤立し た人を 生み出さ ない社

会を 目指し ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

多世代交流の

推進 

・ 各地域でサロ

ン や老人ク ラ ブ

と 学校、 保育園

等と の交流を 促

進 

   

共生のまち づ

く り 推進 

・ 実践教室に当

事者（ 聴覚、 視

覚、 身体障害者

等） の講話を 導

入推進 

・ 当事者や団体

と のネッ ト ワー

ク づく り  

  

認知症の理解

促進 

・ 認知症サポー

タ ー養成講座開

催を 、 学校、 地

域、 企業に周知

促進 

   

 

５ ） 住民主体の地域福祉活動の推進 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆民生委員・ 児童委員と 高齢者支援センタ ーと の情報交換会への参加をと おし て、

見守り ネッ ト ワーク の構築と 個別課題への対応を 図り まし た。  

◆市民館へ定期的に出向いて、 地域コ ミ ュ ニティ と の連携を図り まし た。  
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◆生活さ さ えあいネッ ト 事業について、 福祉関係事業者、 自治会、 民生委員・ 児

童委員や各種講座受講者に、 制度説明やサポータ ー登録を呼びかけまし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆地域コ ミ ュ ニティ や各自治会の福祉活動や自主防災会の取組が十分に把握でき

ていません。  

◆生活さ さ えあいネッ ト 事業は、 登録者（ 支援依頼者、 サポータ ー、 販売店） に地

域の偏り があり 、 渥美・ 赤羽根地区はサポータ ーが不足し ています。  

【 今後の方向性】  

◆市民館や自治会、老人ク ラ ブ等の活動内容（ 組織概要、街づく り 計画、報告書等）

を 情報収集・ 把握し 、 地域課題の整理や情報提供等を行い、 連携・ 協働を強化し

ます。  

◆市民館や市民館活動等に参加し て、 顔の見える関係作り を行います。 また、 住民

と と も に地域づく り に向けた取組を支援し ていき ます。  

◆生活さ さ えあいネッ ト 事業の登録者が少ない赤羽根、 渥美エリ アに対し て広報啓

発を 重点的に行う こ と で、 地域間の偏り を 無く し ていき ます。  

◆生活さ さ えあいネッ ト 事業の啓発について、各種ボラ ンティ ア講座やボラ ンティ

ア紹介セミ ナーでの周知のほか、 地域ケア会議等で参加者に制度を紹介するこ と

により 、 利用・ 登録を促進し ます。  

◆生活さ さ えあいネッ ト 事業をと おし て、 地域住民や自治会、 関係機関と のネッ ト  

ワーク を 構築し ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆生活支援体制整備事業の受託により 、生活支援コ ーディ ネータ ーの人員配置を 踏

まえた内容に改めまし た。  

 ◆新型コ ロ ナウィ ルス感染予防によ り 自治会等各地域の集まり が縮小し ている た

め、 地域の実情に合わせた活動内容に変更し まし た。  

◆市内中心部と 郊外では就労形態の違いから 住民の考え方も 異なる傾向にあり 、 地

域性を 踏まえた内容に改めまし た。  

◆生活支援コ ーディ ネータ ーの配置により 、 地域の情報収集や課題の整理、 情報提

供等を 行う こ と で、地域住民や関係機関と の連携・ 協働をより 強化し ていく には、

段階的に人員体制を強化し ていく 必要があるため、 新たに職員配置計画を掲載し

まし た。  
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【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

住民活動の促

進、 見守り ネ

ッ ト ワーク の

構築 

 

・ 各コ ミ ュ ニテ

ィ の 街 づ く り

計画、 報告書を

収集し 、 活動内

容 や 課 題 を 把

握 

 

 

 

 

・ コ ミ ュ ニティ

が 実 施 す る 活

動の把握、 課題

の整理、 情報共

有 

 

・ コ ミ ュ ニ テ

ィ 、 老人ク ラ ブ

等 と の 協 働 に

よ る 元 気 な 高

齢 者 の 活 動 促

進 

 

・ 地域ケア会議

や 協 議 体 に 参

加し 、 地域のネ

ッ ト ワ ー ク を

構築 

・ 地域福祉係、

高 齢 者 支 援 セ

ンタ ー、 生活支

援 コ ー デ ィ ネ

ー タ ー が 地 域

の 活 動 に 参 加

し 、 地域のネッ

ト ワ ー ク を 構

築 

 

  

生活さ さ えあ

いネッ ト 事業

の登録促進、

周知啓発 

・ 地域性を 考慮

し た 広 報 啓 発

活動を実施 

 

・ 各種ボラ ンテ

ィ ア 講 座 や ボ

ラ ン テ ィ ア 紹

介 セ ミ ナ ー で

の 制 度 周 知 継

続 

   

 

職員配置計画 

業務項目 平成30 年度 平成31 年度 令和2 年度 令和3 年度 令和４年度 令和５年度 

生活支援コ ー

ディ ネータ ー 
0 .7 人 0 .8 人 1 .2 人 1 .2 人 2 .0 人 2 .8 人 
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３  福祉サービス利用支援部門  

 

 

 

 誰も が住み慣れた地域で安心し て暮ら し 続けるためには、 困っ た時に身近で、 気軽

に相談でき るこ と が大切です。 田原市社協は、 福祉に関する専門職を 多く 有する相談

機関と し ての機能と 、福祉センタ ーをはじ めと し た身近な相談窓口と し ての機能を 活

かし 、 適切な福祉サービスに繋げるよう 努めます。   

 今後の事業開始が見込まれる重層的支援体制整備事業については、本部門内に記載

さ れている事業（ 高齢者支援センタ ー事業、 生活困窮者自立相談支援事業、 障害者相

談支援事業等） が深く 関わっ ていく こ と が予想さ れるため、 事業の協働や連携のあり

方について、 関係機関と 協議を 重ねていき ます。  

 

１ ）  成年後見センタ ー事業、 日常生活自立支援事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 ◆専任担当職員を増員し 、平成 2 9 年度 3 名体制と なり まし た。担い手育成と し て

は、 平成 2 8 年度豊川市市民後見人養成講習修了者 1 名が、 日常生活自立支援

事業支援員と し て活動を 開始し まし た。 また、 啓発事業と し て、 成年後見制度や

権利擁護に関連する講演を開催し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

 ◆今後も 福祉サービ スの利用や生活上の契約の援助等権利擁護の必要性が高まる

中で、成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用に繋がるよう に早期発見、相

談に応じ ていく 必要があり ます。  

 ◆日常生活自立支援事業の利用者増加や困難事例への対応件数も 増加傾向にあり 、

継続的かつ安定し た業務が行える職員体制の確保や地域での担い手（ 市民後見人

等） 育成について検討が必要です。  

 ◆地域や関係機関と のネッ ト ワーク 構築や連携に向けた取組の中で、社協の役割を

果たし ていく 必要があり ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆地域のセーフ ティ ネッ ト と し ての役割を 果たすこ と が重要と 思われます。 継続か

つ安定し た法人後見業務を行い、 日常生活自立支援事業の利用者増加や困難事例

に対応でき る職員体制の確保や担い手の育成を 検討し ます。  

 

 

 身近な所で相談でき る 体制の確保 
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◆地域や関係機関と のネッ ト ワーク 構築や親族後見人への支援など、 センタ ー機能

の強化を図り ます。  

◆地域住民や福祉関係者への、 制度や事業内容の周知啓発を 図り ます。  

 

【 中間改訂内容】  

◆成年後見制度利用促進法を踏まえて、 中核機関の設置等について行政と 検討を行

いながら センタ ー機能の強化を図り ます。  

◆親族による申立や親族後見人に対する相談、 情報提供を 行います。  

◆地域のセーフ ティ ネッ ト の役割を 果たすため、 困難事例への対応や関係機関と の

連携を 図り ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

担い手の育成 ・ 市民後見人
養成について
東三河 5 市社
協と 情報交
換、 協議 

   

職員体制の充
実 

・ 専従職員 3
名、支援員 1 名
体制の継続 

・ 継続実施 ・ ニーズに応じ
て 専 従 職 員 の
体制の再確認、
見直し  

 

啓発事業の充
実 

・ 地域住民や福
祉関係者に向け
た啓発事業の企
画、 実施 

   

地域や関係者
と のネ ッ ト ワ
ー ク を 構 築
し 、 セ ン タ ー
機能を 強化 

・ 成年後見制度
利用促進法を 踏
まえた、 中核機
関の設置、 セン
タ ー機能の強化
を 検討 
 
・ 親族申立や親
族後見人の相
談、 情報提供 
 
・ 困難事例への
対応 
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啓発活動に関する目標 

取組項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

啓発事業 ・ 講演会の開催 
 
・ 社協だより に
事 業 紹 介 記 事
を 掲載 
 
・ 福祉関係者向
け 研 修 会 等 で
の啓発 

   

 

２ ）  心配ごと 相談事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆無料法律相談と し て、 弁護士等の専門家の相談が受けら れるよう 、 社協だより

やホームページでの周知を行い、 また、 相談内容に応じ て各種相談窓口や相談

機関と の連携を 図り まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆市民のニーズも 高いため、 更に認知度向上のための取組や周知啓発を 実施し て

いく 必要があり ます。  

◆法律相談だけではなく 、 高齢者や障害者等の幅広い相談に対応でき る連携づく

り が必要です。  

 

【 今後の方向性】  

◆継続し て社協だより やホームページへの掲載を 行い、 周知啓発を 図っ ていき ま

す。  

◆各種相談窓口や相談機関と 連携し 、 多様化する相談に幅広く 対応でき るよう に

し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

◆認知度向上のため、 引き 続き 社協だより や掲示物を 活用し 、 事業の周知啓発をし

ていき ます。  
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【 具体的な取組】  

取組項目 令和 2 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

認知度向上 ・ 社協だ よ り
やホ ームペ ー
ジ への掲載、
掲示物を 活用
し た周知啓発 

  
 

 

多様化する 相
談に幅広く 対
応で き る 連携
づく り  

・ 各種相談機
関と の連携づ
く り  

  

 

 

３ ）  生活困窮者自立相談支援事業 

【 現状と 課題】  

 ◆令和２ 年度の新型コ ロナウィ ルス感染症の流行を 機に、相談件数が増加し ていま

す。 また、 相談支援が長期化する傾向にあるため、 引き 続き 専門職や関係機関と

の連携を 強化し ていき ます。  

 

【 今後の方向性】  

 ◆職員間での事例検討を行いチームで対応すると と も に、 市内・ 近隣市等の専門職

や相談機関の把握、 各種制度の理解を 深めていき ます。  

 ◆地域の各相談支援事業所（ 高齢・ 児童・ 障害等） と 連携し 、 対象者の課題把握を

行っ ていき ます。  

 ◆地域連携ネッ ト ワーク の構築を 行い、 地域課題の把握を 行っ ていき ます。  

 ◆福祉資金貸付事業と 連携し 、 生活困窮者等へのニーズに合わせた制度（ 生活困窮

者就労準備支援事業等） の活用を 行う と と も に、 社会資源の創出を 行います。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

職員の資質、

知識の向上 

・ 生活困窮者の

自立、生活の改

善 の た め の 制

度 や 相 談 窓 口

の把握 

・ 把握し た制度

や 相 談 窓 口 の

一覧表の作成 

 

・ 制度の変更等

に 対 応 し 一 覧

表の見直し  

 

対象者の把握 ・ 相談支援事業

所 等 に 機 能 紹

介を 実施 

・ 8 0 5 0 問題

（ ※） を 抱えて

いる事例を 、他

機 関 と 協 働 で

対応 
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地域課題の把

握、ネッ ト ワー

ク の構築 

・ 相談事例の対

応 か ら 地 域 課

題の把握、 ネッ

ト ワ ー ク の 構

築、 地域づく り

を 関 係 機 関 と

協働し て実施 

 

   

ニ ー ズ に 合わ

せた 制度の活

用、 創出 

 

 

・ 対象者のニー

ズ に 合 わ せ た

就 労 準 備 支 援

事業等の活用 

 

・ 市内の実情に

合 わ せ た 食 糧

支 援 制 度 の 実

施 

   

※８ ０ ５ ０ 問題と は、 引き こ も り や働けずに生活を 続けるなどし て、 安定し た収入を

持たないまま５ ０ 代になっ た子供と 、子供を 養い続けてき たが年齢的にも 心理的に

も 支援し き れなく なっ た８ ０ 代の親の、経済的困窮と 社会的孤立を 伴う 様々な問題

を 指し ます。  

 

４ ）  生活困窮者就労準備支援事業 

【 現状と 課題】  

 ◆就労準備の整っ ていない生活困窮者への支援は長期化する傾向にあるため、引き

続き 専門職や関係機関と 連携し た支援を行っ ていく こ と が必要です。  

 ◆就労に向けた準備と し て課題分析を 行い、社会生活自立支援段階から 関係機関と

連携し 本人の就労支援を 行う こ と が重要になっ ています。  

 

【 今後の方向性】  

◆相談者の背景にある 課題を 読み取り 、 生活困窮者自立支援相談員と 情報共有し 、

本人の就労支援を行う ため、 他の相談窓口と の連携を 強化し ていき ます。  

 ◆就労準備の整っ ていない生活困窮者の課題を分析し 、ハローワーク や就労移行支

援事業所などと 連携し 、 本人に合っ た就労訓練を 実施し て行き ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆就労に向けた訓練メ ニュ ーや個別支援を 工夫し ながら 、 活動内容の充実に努め、

ハローワーク や就労移行支援事業所など関係機関と の連携を 図り ます。  

 

 

 



- 37 - 
 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

相談体制の確
立 

・ 相談窓口の
明確化 
 
・ 生活困窮者
自立支援員と
の情報共有、連
携 

 
 
 

  

活動内容の充
実 

・ 就労訓練メ
ニュ ーの充実、
研究 

 
 

 

啓発の充実強
化 

・ 制度や事業内
容 に つ い て の
Ｐ Ｒ 、広報や啓
発 の 企 画 の 実
施 

 
 
 

  

地域に合わせ
た相談、 支援
制度の充実 

・ 要援護者等へ
の支援強化 
 
・ 関係機関と の
連携 

   

 

５ ）  高齢者支援センタ ー（ 地域包括支援センタ ー） 事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 ◆高齢者の総合相談、介護予防ケアマネジメ ント (主に要支援認定者等の計画作成)、

包括的・ 継続的ケアマネジメ ント 、 権利擁護（ 高齢者虐待防止等） 業務等を 行い

まし た。  

 ◆高齢者の方の生活の役に立てるよう に、 野田地区、 堀切地区でお店・ 業者一覧地

図を 作成し まし た。 ご協力いただいた地域のお店、 業者の皆様に高齢者支援セン

タ ーの説明、 チラ シの設置依頼等の周知活動を行いまし た。  

 ◆認知症に関するネッ ト ワーク 構築、 周知活動と し て、 校区、 自治会、 警察、 介護

保険事業所、 行政、 他高齢者支援センタ ー等と 協働し て毎年、 徘徊高齢者捜索訓

練を 実施し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

 ◆支援の必要な高齢者（ 困難事例等）、 要介護者、 認知症高齢者は、 増加傾向です。

地域包括ケアシステムの一角を 担う 高齢者支援センタ ー(地域包括支援センタ ー)

と し て、 増加し ていく 相談に適切に対応し ていく ため機能強化や各関係機関と の

連携が必要になり ます。  
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 ◆経験のある職員を配置するこ と で、 多問題、 困難なケースへの対応等包括支援セ

ンタ ー業務を より 効果的に実施し ていく こ と が可能と なっ ている一方、 要支援認

定者等の計画作成数の増加により 、高齢者支援センタ ー全体の業務量は増加し て

います。  

 

【 今後の方向性】  

 ◆住み慣れた地域で暮ら せるために地域包括ケアシステムの構築を 図り ます。  

 ◆実態把握、 総合相談、 包括的・ 継続的ケアマネジメ ント 業務等を 充実し ていき ま

す。  

 ◆認知症地域支援推進員を 中心に認知症高齢者に対する 支援体制の構築を 推進し

ていき ます。  

 ◆要支援認定者等の計画作成件数増加による業務量増に伴い、業務体制の再検討や、

行政と 委託内容の調整等を 行っ ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆具体的な取組、 活動の目標数値等については、 今後増加が見込まれる要支援認定

者等の計画作成件数や、 包括的支援業務の状況、 職員配置を考慮し 、 数値等を見

直し まし た。  

 ◆包括的ケア体制づく り のためのネッ ト ワーク の構築は、平成 3 0 年度から 事業開

始さ れた、 生活支援体制整備事業と 連携、 協働を 行い進めてき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和５ 年度 

周 知 活 動 と
啓発 

・ 圏域内医療機
関、 金融機関、
寺院等へのチラ
シ設置 

・ 講座、 地域の
集いでチラ シ配
布 

  

認 知 症 の 方
の 支 援 の 推
進 

・ 認知症サポー
タ ー養成講座等
の実施 

 
 
 
 
・ 高齢福祉課、
認知症地域支援
推進員と と も に
認知症ステッ プ
アッ プ講座の内
容を 検討し 、 実
施。  

  



- 39 - 
 

高 齢 者 が 住
み 慣 れ た 地
域 で 暮 ら す
ための支援 

・ 継続的に適切
な職員体制の検
討。  

 
 
 
 
・ 作成し た情報
シート の更新 

  

包 括 的 ケ ア
体 制 づ く り
の た め の ネ
ッ ト ワ ー ク
の構築 

・ 地域課題の把
握を 生活支援体
制整備事業と 協
働で推進 

   

 

活動の目標数値  

取組項目 平成30 年度 平成31 年度 令和2 年度 令和3 年度 令和４年度 令和５年度 

認知症サポー
タ ー養成講座
等 

8 回 6 回 7 回 7 回 7 回 7 回 

老人ク ラ ブ で
の周知活動 

2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

チラ シ 
配布枚数 

1 ,4 9 3 枚 3 2 4 枚 3 8 0 枚 2 0 0 枚 2 0 0 枚 2 0 0 枚 

 

総合相談対応件数予測・ 要支援認定者等の計画作成数予測・ 職員配置計画 

業務項目 平成30 年度 平成31 年度 令和2 年度 令和3 年度 令和４年度 令和５年度 

総合相談対応

件数 
1 ,9 9 3 件 2 ,2 0 0 件 2 4 0 0 件 2 ,6 0 0 件 2 ,8 0 0 件 3 ,0 0 0 件 

要支援認定者

等の計画作成

件数(1 ヵ 月平

均) 

1 5 1 件 1 5 2 件 
1 6 6 件 

(見込み) 
1 7 ４ 件 1 8 2 件 1 9 1 件 

1 職員の要支

援認定者等の

計画作成件数

(1 ヵ 月平均) 

3 0 件 2 9 件 3 0 件 3 2 件 3 3 件 3 4 件 

職員配置人数

計 画 ( 常 勤 換

算) 

5 .5 人 6 .1 3 人 
6 .3 3 人 

(実績) 
6 .3 3 人 6 .4 0 人 6 .4 5 人 

※要支援認定者数増加率： 平成 2 7 年度から 令和２ 年度までの実績と 田原市高齢者福祉計画

（ 第 8 次、 第 9 次老人福祉計画） の要支援認定者数推移から 算出 
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６ ）  障害者相談支援事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆渥美・ 赤羽根地域に相談支援専門員を専任で配置し 、 地域課題を 把握し やすい環

境を 整えまし た。  

◆平成２ ８ 年４ 月より 職場体験実習を 田原市自立支援協議会で創設し 、 働く 事を身

近に体験し ても ら える機会を 増やし ています。  

 

【 現状と 課題】  

◆本人の障害特性や多様なニーズに合っ たサービス等利用計画の作成により 、 適切

なサービス提供がさ れているかを 把握し ながら 支援を行う 必要があり ます。  

◆発達障害の支援方法について、 専門性を持っ て個別に支援でき るよう 求めら れて

います。 他機関と の連携や相談支援専門員の資質向上が必要です。  

 

【 今後の方向性】  

◆入所施設や精神科病院等を退所、 退院を 希望さ れた方が、 住み慣れた地域にスム

ーズに戻れるよう 地域移行、 地域定着支援を 積極的に支援し ていき ます。  

◆本人の人権を守り 、 地域から の差別、 偏見のない社会を目指すために啓発活動な

ど行っ ていき ます。  

◆就労支援専門員は、 関係機関と 連携し 障害者雇用への理解促進や長く 働き 続ける

ための定着支援を 行っ ていき ます。  

◆就労サロンなど余暇支援については、 取組を 継続し ていき ます。  

  

【 中間改訂内容】  

 ◆地域移行や地域定着への支援ニーズが増加傾向にあるため、他機関と 連携し 積極

的に受け入れを し ていき ます。  

 ◆発達障害への理解を 深めても ら う ため、関係機関や企業と 協働し て農業と 福祉の

連携等の取り 組みを 行い、 障害者雇用促進につなげていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和 3 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

人材の育成 ・ 就労、相談支
援員の専門性
の強化 
 
・ 研修等の受
講に よ る 質の
向上 
 

・ 地域移行、定
着支援の受け
入れ 
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地域課題の把握 ・ 地域課題の
把握、 分析と 、
各機関への提
案 

・ 関係機関や
企業と 協働し
農業と 福祉の
連携を 強化 

 

 

関係機関と のネッ
ト ワーク の構築 

・ 関係機関と
顔の見え る 関
係作り  
 
・ 関係機関と
の連携強化 

   

 

職場体験協力企業の数 

取組項目 平成30 年度 平成31 年度 令和2 年度 令和3 年度 令和４年度 令和５年度 

職場体験企業 1 8 企業 2 0 企業 2 6 企業 2 7 企業 2 8 企業 2 9 企業 

 

７ ）  就労移行支援事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆平成 2 6 年度に障害者の就労を 支援する事業所を 開所し 、 施設内での就労訓練

や職場実習を 行い、「 早期の就労」 を 目指す活動内容の充実を図り 企業への就労

支援を 実施し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

 ◆障害者の就労を支援するため、本人に合っ た訓練プログラ ムや本人の障害特性を

十分理解し た活動内容の充実が課題と なっ ています。  

◆職場実習、 定着支援などを通し て、 障害者雇用への理解を深めています。 今後も

企業への周知啓発やハローワーク 等と の連携を強化し ていき ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆本人の主体性を 尊重し 、 障害特性や能力に応じ た就労ができ るよう に、 就労訓

練プログラ ムの充実を 図り ます。  

◆職場実習などを 通し て協力企業を 増やし 障害者雇用への理解を 深めます。  

◆就職後の定着支援は、 関係機関と 連携し 「 安定し て働き 続けるこ と 」 を目標に

支援体制を 整えていき ます。  

◆特別支援学校や障害者総合相談センタ ー等関係機関と の連携を 深めていき ま

す。  

◆就労支援に専門的な職員の人材育成を行います。  
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◆平成３ １ 年４ 月から 、 就労移行支援、 就労定着支援、 生活介護の 3 事業所を、

利用者サービスの質の向上、 経営の効率化を 目的に多機能型事業所に統合し て

運営し ています。 今後も 人員配置の工夫やサービスの質の向上、 就労実績の増

加を 図り 、 事業内容の拡充と 自主財源の確保に努めます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆今後も 障害者雇用拡大を 目的に協力企業の開拓を 進めていく ため、 協力企業数 

を見直し まし た。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和 2 年度 令和 3 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

活動内容の充実 ・ 就労訓練プロ
グラ ムの充実、
研究 

・ 個別支援プロ
グラ ムの充実 

  

障害者雇用の拡大 ・ 職場実習など
に よ る 協 力 企
業の拡大 
 
 
・ ハローワーク
等と の連携、情
報収集 

・ 職場実習等を
通 し た 障 害 者
雇 用 の 周 知 啓
発 
 
・ ハローワーク
等 と の 連 携 強
化 

 
 
 
 
 

 

職員の資質向上 ・ 学 習 会 の 実
施、 研修会への
参加 

・ 研修等による
専門性の向上 

  

 

障害者雇用に関する協力企業の数 

取組項目 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

協力企業 ２ ７ 企業 ３ ６ 企業 ４ ０ 企業 ４ ２ 企業 ４ ４ 企業 ４ ６ 企業 

 

８ ）  生活介護・ 日中一時支援事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 ◆近隣の特別支援学校の実習生の受入れや、 訪問介護事業所を 通し て保護者の会

と 連携を し まし た。  

 ◆精神障害者への支援と し て、 コ ミ ュ ニケーショ ンや創作活動を多く 取り 入れ、

安心し て利用ができ るよう にし まし た。  

 ◆各種ボラ ンティ アの取組と し て、 陶芸、 アレンジフ ラ ワー、 各種音楽会を行い

まし た。  

 ◆職員は、 正職員を１ 名増員、 訪問介護事業所と 兼務を 図り ながら 調整し 実施し

まし た。  
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【 現状と 課題】  

 ◆利用者一人ひと り の思いにあっ た支援を目標に活動内容の充実に努めていま

す。 日中一時支援事業の障害児支援は、 障害特性に合わせた個別支援が出来る

よう 職員の資質向上や育成が重要です。  

 

【 今後の方向性】  

 ◆多機能型事業所と し て職員体制を整え、 より 専門的で手厚い支援を 提供し てい

き ます。  

 ◆３ 障害の利用者が安心し て過ごせるよう な支援を 行っ ていき ます。  

 ◆一人ひと り にあっ た支援を 実施し 、 的確な家族支援ができ るよう にし ていき ま

す。  

 ◆職員の技能向上を図り 、 障害の種別に対応でき るよう に人材育成を し ていき ま

す。  

◆平成３ １ 年４ 月から 、 就労移行支援、 就労定着支援、 生活介護の 3 事業所を、

利用者サービスの質の向上、 経営の効率化を目的に多機能型事業所に統合し て

運営し ています。 今後も 人員配置の工夫やサービスの質の向上を 図り 、 事業内

容の拡充と 自主財源の確保に努めます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆個別の自立支援プログラ ムは一人ひと り の障害特性に合わせ、 工夫、 開発し 社会

性の促進を図れるよう 実施し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

認知度の向上 ・ 学校関係や障
害者児団体等と
の連携 

   

支援内容の充実 ・ 個別支援プ ロ
グラ ムの充実 
 
・ 利用者に合わ
せた職員の確保 

・ 自立支援プ ロ
グラ ムの実施 

  

社会資源の開拓 ・ 地域と の交流
の中で新たな社
会資源の研究 
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数値目標 

取組項目 平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和3 年度 令和４年度 令和５年度 

認知度の向上 
（ 学校訪問数）  

5 校 6 校 ５ 校 ６ 校 ６ 校 ７ 校 

支援内容の充実
認知（ 創作活動
数等）  

１ ２ 種類 １ ４ 種類 １ ６ 種類 １ ８ 種類 ２ ０ 種類 ２ ２ 種類 

職員配置人数（ 常
勤換算）  

４ ． ８ 人 ４ ． ４ 人 

６ ． ７ 人

（ 人員配置

加算取得）  

６ ． ８ 人

（ 人員配置

加算取得）  

６ ． ８ 人

（ 人員配置

加算取得）  

６ ． ９ 人  

（ 人員配置

加算取得）  

社会資源の開拓
認知（ ボラ ンティ
ア団体数）  

６ 団体 ８ 団体 ８ 団体 ９ 団体 １ ０ 団体 １ １ 団体 
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４  在宅福祉サービス部門  

 

 

 

 高齢者や障害者に対し て、 その人ら し く 自立し た生活を 営むこ と ができ る よ う 、

様々なサービスを 提供し ています。  

 他の福祉サービス事業所を 含めた需要と 供給のバラ ンスを 考え、事業規模や提供サ

ービス内容の検討など、 関係機関と 協議を 重ね、 社会の動向も 視野に入れつつ、 専門

職機関である事業所と し て、率先し て地域づく り の一員の役割を 果たし ていく こ と を

目指し ます。  

 

１ ）  居宅介護支援（ ケアプラ ンセンタ ー） 事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

需要に合わせ職員人数は確保し まし たが、 職員の経験年数や勤務日数を 考慮し 、

ケースの内容や特性に合わせ、 担当の調整を 行い、 要介護者や家族に安心し ていた

だけるよう 支援を 提供し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

◆拠点と し ている地域を 重点的に支援し ています。 限ら れた社会資源の中、 介護保

険サービス以外の地域の支援力の活用が充分でき ていないのが現状です。 高齢者

支援セン タ ーと の連携や、 今後、 医療依存度の高い利用者の在宅化が進むため、

医療機関等と の連携がより 必要と なっ ていき ます。  

 

【 今後の方向性】  

◆平成３ ０ 年度から 東三河８ 市町村の介護保険者が統合さ れ、 東三河広域連合が介

護保険事業を運営するこ と と なっ たため、 他市町村と の情報共有、 協調を図っ て

いき ます。  

◆地域包括ケアシステムの中で、 医療職を はじ めと する多職種と 連携・ 協働し なが

ら 、 利用者の尊厳を 尊重し 、 自立支援に向けたケアマネジメ ント を 実践し ます。 

◆主任介護支援専門員を 中心に、 ケアプラ ンチェ ッ ク などを 行い、 職員の資質向上

を目指し ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆高齢者支援センタ ー、 生活困窮者自立相談支援事業と の連携を 図るため、 事例検

討会への参画や、 ８ ０ ５ ０ 問題を抱える世帯の情報共有が必要です。  

 ◆主任介護支援専門員の育成を計画的に行い、サービスの質の向上を図ると と も に、

事業所と し て安定し た財源確保の体制を整えます。  

 自分ら し く 豊かな生活を営めるまちづく り  
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【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 度 令和５ 年度 

東三河広域連
合への対応 

・ 連合内市町村
の事業所と の情
報共有、 協調 
 
・ 新たな 社会資
源の把握、研究、
活用 

 
 
 
 

 
 
 

 

高齢者支援セ
ン タ ー等と の
連携強化と 地
域づく り の推
進       

・ 地域課題を 図
式化 

・ 解決方法の検
討 
 
 
・ 事例検討会へ
の 参 画 と 情 報
共有 

  

多職種と の連
携の推進 
        

・ 事業者等連絡
会や医療介護連
携部会研修など
への積極的な参
加 
 
・ 地域ケア 会議
への参加 

   

介護支援専門
員の資質の向
上 

・ 各種研修への
積極的参加 
 
・ 主任介護支援
専門員の計画的
な育成 
 
・ ケア プ ラ ン チ
ェ ッ ク の充実 

   

 

２ ）  訪問介護・ 障害福祉サービス（ ヘルパーステーショ ン） 事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 多職種連携が求めら れている中、 地域ケア会議、 サービス担当者会議に積極的に

参加し てき まし た。 近年、 障害者・ 児支援の需要が増加し 、 高齢者以外の対応がで

き る職員が不足し ています。 求人活動に努めてき まし たが、 必要と さ れてる男性介

護職員の確保ができ ていません。  
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【 現状と 課題】  

◆障害者・ 児の移動支援事業は土・ 日曜日に依頼が集中し ています。 限ら れた職員

体制の中で、 でき る限り 要望に応じ るよう にし ていますが、 全てには対応でき て

いません。 また、 同性介護に対応でき るよう 、 男性職員の人材を 確保し 、 サービ

スの強化を 図っ ていく 必要があり ます。  

◆多様な状況に対応し ていく ため、 幅広い年齢層の職員体制が必要です。  

◆多様化するケースに対応し ていく ため、 行政や他事業所などの各関係機関と 情報

共有し 、 連携・ 協議のう え支援をし てき まし た。 し かし 、 質の高いサービスの提

供を 行う ための、 個々の能力に見合っ た技能向上研修が充分に行われていません。 

 

【 今後の方向性】  

◆利用者の要望に応じ ら れるよう に、 男性職員を はじ めと し た職員の確保、 及び定

着に結び付く よう な、 魅力的な職場にし ていく 必要があり ます。  

◆地域ケア会議への参加、 関係機関と の連携強化を図っ ていき ます。  

◆地域包括ケアシステムの推進に伴い、 地域住民の支援において、 訪問介護事業と

地域住民主体の活動と の役割分担を 図っ ていき ます。  

◆職員の技能向上研修を 実施し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

◆近年障害福祉サービスのニーズが増加傾向にあるため、高齢・ 障害・ 児童等様々な

支援に対応でき る体制を確保し ていく 必要があり ます。                   

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

人員体制整備 
 

・ 男性介護職員
の 採 用 等 に よ
る サ ー ビ ス 提
供体制の確保 
 
 
 
・ 職員定着率の
向上 

 
 
 
 
 
 
 
・ 職員個々のニ
ー ズ に 合 っ た
働き 方の検討 

  

関係機関と の
連携強化 
 

・ 他機関と の関
係 づ く り を 強
化 

   

質の高いサー
ビスの提供 
 

・ 経験に応じ た
研修参加 
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３ ）  福祉有償運送事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

 資格者について、H 2 8 年度は赤羽根地区で 2 名、H 2 9 年度は渥美地区で 1 名、

シルバー人材センタ ーより （ 直接雇用で） 1 名の育成を行いまし た。 運行について

は適宜行っ ています。  

 

【 現状と 課題】  

◆福祉有償運送事業である移送サービスについては、医療機関や公共機関への送迎

に限定し ています。 また、 事業そのも のでは、 採算が取れる状況にはあり ません

が、 在宅生活を 支えて行く ためには必要な資源の一つであるため、 事業継続上の

財源確保の取組が必要です。 運転手の高齢化も 課題です。  

 

【 今後の方向性】  

 ◆在宅の利用者支援に力を 入れていく ため、施設入所等の対応についてはでき るだ

け施設で対応を お願いし ていき ます。  

 ◆車両老朽化により 、 事業に使用でき る車両が少なく なっ ているため、 車両の更新

が必要です。  

◆運転手の高齢化が進んでいます。 計画的に研修等の受講を 勧め、 職員体制を 整え

ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆今後も 、 社協職員内外による、 運転手の養成を 図り ます。  

 ◆利用者の状況やニーズに合わせた柔軟な対応ができ るよう 、 引き 続き 田原・ 渥美

の２ 拠点に車両を配置し 、 効率的な運営に努めます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

福祉有償運送
サービ ス 有資
格者の人材確
保 

・ 企業、 行政な
どの退職者へ声
かけ 

・ 運転手養成に
よ る 運行体制の
安定化 

 
 
 
 

 

需要に合わせ
た適切な 車両
配置 

・ 田原、 渥美の
２ 拠点に車両を
配置 
 
・ 計画的な車両
更新 
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４ ）  配食サービス事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

市受託事業と し て、 独居（ 日中のみ含む。）・ 高齢者世帯で食事の確保が難し い方

に、 月曜から 金曜日までの週５ 日、 お弁当を お昼前にご自宅へお届けする こ と で、

利用者の栄養面に配慮し た食事の提供と 、 安否等の確認を し ています。  

 

【 現状と 課題】  

◆利用者数については、 田原地区は微増、 赤羽根地区は微減、 渥美地区は減少し て

おり 、 全体的には減少傾向にあり ます。 民間事業者の参入が、 減少の要因と 考え

ら れます。  

◆週５ 回（ 月～金） 利用可能。 その中で定期的に訪問し 、 栄養のバラ ンスの取れた

昼食を 配達し ながら 安否確認も 行っ ています。  

◆近年のコ ンビニエンススト アの充実や民間宅配サービスの事業展開により 、 土日

や夕食宅配の必要性は希薄化し ています。  

◆事業そのも のでは、 採算が取れる状況になく 、 不足分を社協負担により 実施し て

いるため、 事業継続には財源確保が課題です。 最近の傾向と し ては、 民間事業者

が弁当の配達に事業参入し てき たこ と から 、事業の方向性等を見直す時期が来て

います。  

   

【 今後の方向性】  

◆社会資源の充実、 民間事業の参入状況を 踏まえ、 社協はセイ フ ティ ーネッ ト と し

てサービスが不足し ていると こ ろ をフ ォ ローし ていき ます。  

 ◆各地域の現状を 検証し 、 今後の事業の方向性を 行政と 協議し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

ニ ーズへの対
応 

・ 状況に合わせ
運営方法を 行政
と 協議 
 
・ 状 況 に 合 わ
せ、 実施拠点等
を検討 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ ）  車椅子貸出事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

利用状況は、季節によっ て増減はあり ますが、平均的に 1 日１ 台程度の利用です。

主に介護保険制度においての福祉用具貸与ができ ない方の一時的利用があり ます。 
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◆個人の不要になっ た福祉用具の授受仲介を行う リ サイ ク ル事業は、 近年利用実績

がなく 、 休止し まし た。  

 

【 現状と 課題】  

 ◆福祉協力校における車椅子介助の体験学習に有効利用し ていただき 、福祉教育に

も 役立っ ています。  

◆車椅子貸出し は希望があり 利用さ れていますが、 周知不足により 、 まだまだ知ら

ない方も みえます。  

 ◆老朽化が顕著な車椅子も あり 、 定期的なメ ンテナンス等が必要です。  

 

【 今後の方向性】  

◆車椅子貸出し については、 入院中の外泊（ 外出） や外出困難な方が利用でき るよ

う 、 医療機関等や市民へ周知し ていき ます。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

利用促進のた
めの周知 
 

・ 社協だより や
ホームページで
広く 住民へ周知 

   

車椅子貸出し
の環境整備 

・ 安全に留意し
た車椅子の定期
点検 

   

 

６ ）  高齢者介護予防事業 

【 第１ 期計画の主な取組】  

◆閉じ こ も り 予防教室は、 介護予防の啓発や脳ト レ を中心に力を入れてき たこ と に

より 、 参加者にし っ かり と 浸透し てき ています。  

◆高齢者筋力ト レ ーニング教室では、 平成２ ９ 年度から 新たに健康づく り リ ーダー

３ 名に携わっ ても ら っ ています。  

◆通所型介護予防（ 平成２ ８ 年度までは、 二次予防事業） は、 平成２ ８ 年度までは

福祉センタ ーのみで実施し ていまし たが、 平成２ ９ 年度より 市民館や集会場等を

利用し ています。 送迎に頼ら ず、 自分で来ら れる方が増えまし た。  

◆平成２ ７ 年度から 通所型介護予防参加者に対し てのフ ォ ロ ーアッ プ教室が始ま

り まし たが、 平成２ ８ 年度末で廃止と なり まし た。  
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【 現状と 課題】  

◆高齢者介護予防事業全体の受託料は、 年々減少し ています。  

◆地域づく り の一環と し て、 担い手が必要です。  

◆田原中心部以外はスポーツジムや運動教室等が少ないため、 要介護状態になら な

い社会づく り と し て、 教室の継続開催が必要と 考えます。  

  

【 今後の方向性】  

◆各市民館等で実施さ れている 閉じ こ も り 予防教室は、 自主グループ化を 目指し 、

行政と 連携し 担い手を 育成し ていき ます。  

 

【 中間改訂内容】  

 ◆「 体力向上教室」 は平成３ ０ 年度末で廃止、「 はつら つシニア体操」 は平成３ １ 年

度より 健康づく り リ ーダーが担う こ と と なっ たため、関連する取組事項を削除し

まし た。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

社会資源の構築 ・ 閉じ こ も り
予防教室の自
主グループ化 
 
・ 自主グ ルー
プの後方支援 

   

ボラ ン テ ィ ア の
発掘と 育成 

・ 閉じ こ も り
予防教室に、ボ
ラ ン テ ィ ア を
積極的に 受け
入れ、一緒に事
業運営 
 
・ 後々はボ ラ
ン テ ィ ア で 教
室運営がで き
る よ う に 後方
支援 

   

各関係機関と の
連携 

・ 閉じ こ も り
予防教室はシ
ルバー サロ ン
と 連携を と り 、
事業運営 
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      計画の推進体制と 進行管理 
 

１  計画の進行管理 

 本計画は、 社協の単年度事業計画並びに地域福祉活動計画に関わるも のであると

と も に、 地域住民やボラ ンティ ア団体など、 住民が主体的に取り 組んでいく こ と も

含めたも のと なっ ています。  

 

 目標や計画によっ て、 ただ単に事業を 実施するだけでは十分な成果を 期待でき ま

せん。 より 良い事業を展開するためには、「 計画を 立て（ P）」「 実行（ D ）」 し 、 それ

を「 評価・ 検証（ C）」 し て「 改善を 図る（ A ）」 と いっ た PD CA サイ ク ルを 取り 入

れた業務を 実行する必要があり ます。  

 事業評価を 行う 者は、 職員だけでなく 理事、 評議員等の社協運営に携わる人を 評

価者に加えるこ と も 必要になっ ています。  

 

 

２  検証・ 進行管理 

 （ 1 ） 社協による検証・ 進行管理 

 計画の振り 返り 評価に当たっ ては、 事業に関わる活動従事者はも と より 市民

やボラ ンティ アの視点を 踏まえて、 数量的な整理ができ る も のは集約を 行い、

課題部門別検討会の中で、 順次検証と 進行管理を 行う と 共に、 必要に応じ た部

門間の調整を 並行し て行います。  

 組織全体で目標に向かい成果を挙げるためには、 職員の中で様々な情報が共

有さ れているこ と が、 大き な要因と なり ます。 社協が実施し ている事業につい

ては、 職員と し て一様に概要を 把握し ておく 必要があり ます。  

 

Pl aｎ  

計画 

Do 

実行 

Act i on 

改善 

Check 

評価 

第４ 章 
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（ 2 ） 理事会等による検証・ 進行管理 

 職員によ る 内部評価を し た事務事業執行状況を 理事会及び評議員会で審議

する等、 確実な検証・ 進行管理を 行います。  

 

【 具体的な取組】  

取組項目 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 

事務事業執行

状況の作成、

職員内部評価 

・ 事務事業執

行状況の作成

及び全事務事

業を 通し て の

内部評価の実

施 

   

理事会、 評議

員会での審議 

・ 内部評価し

た 事務事業執

行状況の理事

会及び評議員

会での審議 

   

情報共有の徹

底 

・ 職員研修を

活用し た 情報

共有の実施と

共有方法の検

討 
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